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「原子力人材育成ネットワーク」とは
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○ 産学官の原子力人材育成関係機関の情報共有、相互協力
○ 我が国全体で一体となった原子力人材育成体制の構築

原子力人材育成事業・活動等の効果的、効率的推進

原子力人材育成に係る目標の達成

（目標）

（１）今後の我が国の原子力界を支える人材の確保
（２）国際的視野を持ち、世界で活躍できる高い資質を有する

人材の育成
（３）海外の新規原子力導入国における人材育成支援の推進
（４）学生等の原子力志向の促進
（５）原子力に係る社会的基盤の整備及び拡大



現在の原子力人材育成ネットワーク活動の基本的考え方

「原子力人材育成関係者協議会」の10項目の提言の具現化
提言の中から、緊急性及び実現性が高いものを順次実施
2011年8月「ネットワークメッセージ」の課題に係る活動の推進
ハブ機能（ネットワーク事務局の活動）の充実・推進
従来からの個別人材育成活動の尊重と連携強化

各参加機関及び個別の原子力人材育成関連事業との
情報共有、相互協力
機関横断的な事業・活動の推進

我が国一体となった人材育成活動の推進
我が国における原子力人材育成活動の可視化
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震災の直前に発足
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発足4ヶ月後に、東日本大震災、1F事故の発生を受け、新たな課題にも対応。

原子力人材育成
ネットワーク

我が国全体（産官学）で一体となっ
た原子力人材育成体制の構築を目
指して、H22年11月19日に発足

原子力を志望する若手の減少。
プラントの長期停止に伴う技術者の訓練機会の減少

現在は、73機関が参加している。
26 大学等、13 電力会社、7 メーカー、
研究機関、行政機関（国、地方）等

JN-HRD:
The Japan Nuclear 
Human Resource 
Development Network

設立会合



ネットワーク参加機関
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組織体制
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事務局
（JAEA & JAIF / JICC）*

運営委員会
（委員19名）

企画
ワーキンググループ

（委員24名）

４．国内人材の国際化分科会（ＪＡＥＡ）
主査：吉村(日立GE)

１．初等中等教育支援分科会
（ＪＡＩＦ） 主査：工藤 (九大)

２．高等教育分科会（ＪＡＥＡ）
主査：有田 (福井大)

５．海外人材育成分科会（JICC）
主査：上坂 (東大)

３．実務段階人材育成分科会
(JAIF) 主査：宮岡 (四電)

ネットワーク活動全体
の企画、検討、評価
主査：工藤 (九大)

ネットワーク活動の
基本方針の決定
高橋委員長(JAIF)

分科会: 機関横断的事業・活動の
提案、検討

（ ）内は事務局担当機関

運営委員会・企画WGの

事務局運営・活動の遂行
桜井事務局長(JAEA)

* ＪＡＥＡ：日本原子力研究開発機構 ＪＡＩＦ：日本原子力産業協会 ＪＩＣＣ：原子力国際協力センター



ネットワーク会合の開催・運営
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会合名称
開催回数

（H28年度）

ネットワーク運営委員会 2回

ネットワーク企画WG 3回

分科会

高等教育分科会 3回

国内人材国際化分科会 3回

初等中等教育支援分科会 3回

実務段階人材育成分科会 4回

海外人材育成分科会 3回

その他の会合（個別活動毎の準備会合など含む）
（原子力マネジメントスクール事務局会合及び実行委員会、報告会等）

20回程度

計 約40回



高等教育分科会

○原子力を志望する学生・若手研究者の確保に係る活動

・施設見学会（2回）の実施、学生の動向調査の実施方法の確認

○高等教育関係課題の整理

・臨界集合体、研究炉の運転が停止していることの専門教育への影響と対
応策

学生見学会（H26.9） 東芝 京浜事業所

特に機械・電気系などの原子力
専攻ではない学生を主な対象として
見学会を開催して原子力に興味を
持ってもらい、原子力技術を支える
人材の確保に資する

学生のための原子力施設見学会の開催
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国内人材の国際化分科会
○各参加機関の関連する活動についての情報共有、支援・協力

・JAIFによる世界原子力大学夏の学校への派遣支援

・原子力国際人材養成コースの企画・検討及び実施（H27から受講料運営）

・原子力グローバル人材育成セミナー2015の開催（若エネ研、経産省受託）

・外務省JPOプログラム等の周知、IAEA在職経験者のセミナー等開催

○IAEA原子力マネジメントスクールの開催に係る活動

・開催運営協力、カリキュラム、講師・研修生の派遣など

原子力エネルギーマネジメントスクール（H27年6月）

東大、原産協会、JICC、原子力機構
が共同で日本側（開催地）ホスト

[対象者] 日本及びアジア等の若い
技術者、研究者、規制担当官など

今年度も7月18日から開催
（東京、福島）

IAEA原子力エネルギーマネジメントスクールの開催
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初等中等教育支援分科会

○教育支援活動の実施

・ネットワーク加入機関が実施している初等中等教育支援の取組に関する
情報共有 （エネ庁、文科省、重工、電力、若エネ研等）

・日本国内の初等中等教育関係者との情報交換
- グッドプラクティスとしての青森県における教員支援事業の説明等

・国際的な放射線教育支援
- IAEAを通じた「日本モデル」による放射線教育の普及についての説明等

○情報収集、共有、連携

日本の先進的な放射線教育パッケージ
の海外（とくに、新規導入国）への普及
を目的とした放射線副読本「みんなで
学ぼう 放射線の基礎」－中学生用放
射線学習資料－英語版の作成

英訳された日本の中学生用の
放射線副読本

放射線副読本の英訳版の発行
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実務段階人材育成分科会

原子力安全確保とそのための技術の維持・向上、及び福島第一事故を
踏まえた関係機関の取り組み状況の体系的整理と可視化を進めている。

○CPD（継続研鑽）について

・他学会、技術士、個別電力（四電）における技術認定等の比較検討

○業務知識・技術の標準化

○過酷事故対応に関する人材育成プログラムに関する情報共有

○「原子力安全システム全体を俯瞰する人材」の育成について

○現場技術者の人材育成の現状の課題への対処
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海外人材育成分科会

○海外向け原子力発電実務者向け6週間研修コースを検討

・海外人材育成活動の提供内容、対象者別のマトリックスを作成した結果、
実務者向けの研修が十分でないことが判明

○原子力新規導入国向けの原子力人材育成プログラムの作成

○IAEA共催セミナー等の関連活動

海外人材育成活動データベース作成

受入れ機関別
原子力人材育成プログラム
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原子力人材育成に関する最近の
検討について

○原子力人材育成の今後の進め方について（H26年8月）

（平成24年11月、原子力委員会が発表した「原子力人材の確保

・育成に関する取組の推進について（見解）」を受けた、ネットワ
ークの具体的な活動への提案）

○原子力人材育成の課題と今後の対応

－原子力人材育成ロードマップの提案－ （H27年4月）

（10年後のあるべき姿を想定したロードマップを提案、更に、特
に、国を挙げて戦略的に取り組むべき３つの重要事項を提示）
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「原子力人材育成の今後の進め方について」

平成25年5月 原子力人材を巡る各機関の現状を再確認し、必要な対応
方策を検討し提言することを決定

平成26年8月 現状の調査結果、提言を以下の10項目に整理して公表

(1) 原子力人材の需要と供給
(2) 原子力を専攻する学生に対する教育
(3) 原子力関係以外の学科・専攻の学生への原子力に関する

志向性確保
(4) 原子力分野の業務に従事するための動機付け
(5) 原子力に携わる人材の確保・育成
(6) 原子力の国際展開に向けた人材育成
(7) 規制機関の人材育成
(8) 医療関係者に対する放射線教育
(9) 放射線・被ばくに関する知識・情報の共有とリスクコミュニ

ケーション
(10)初等中等教育段階の教育、一般社会人への教育
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「原子力人材育成の今後の進め方について」
における重要事項

(1) 学生の実験・実習・研究等に係る環境の確保
一大学、一機関の通常予算内では難しい研究炉等、大型教育・研究施
設の維持・管理・更新

(2) 次代を担う原子力人材の確保
国の方針、原子力人材の需要に沿って戦略的に且つシステマティックに
運用できる学生の支援プログラムなど

(3) 原子力国際人材の育成の強化
福島の状況をはじめ、今後も正確に日本の状況を世界に発信できる人
材育成のための支援プログラムなど

(4) 初等中等教育段階の教育、一般社会人への教育
教育支援地域コーディネータ構想の検討など
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原子力人材育成の課題と今後の対応
－原子力人材育成ロードマップの提案－

10年後のあるべき姿を想定する上で、以下の重要な4項目の達成を目指して、

実現するための人材要件と課題を抽出し、解決に向けたロードマップを役割分
担を明確にして策定

1. 福島の復興・再生
2. 安全運転・安全確保
3. 核燃料サイクル・放射性廃棄物処分
4. 国際貢献・国際展開

人材育成の対象（４分類）
・教育段階
・若手
・中堅
・海外人材

人材育成の対象（４分類）
・教育段階
・若手
・中堅
・海外人材

役割分担（４分類）
・国（文科省、経産省、内閣府、外務省）
・大学等、研究機関、学協会
・産業界（メーカー、電力会社、工事会社等）
・産官学協同

役割分担（４分類）
・国（文科省、経産省、内閣府、外務省）
・大学等、研究機関、学協会
・産業界（メーカー、電力会社、工事会社等）
・産官学協同

人材育成ロードマップの提案



人材育成ロードマップ（抜粋）

項 目 内 容 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０・・

魅力の発
信

エネルギー基本計画策定 策定 策定 策定 策定（3年毎）

魅力、挑戦する姿の発信

人材需給動向調査

一般教育
教養教育
（公正・
公平な理
解）

○科学的リテラシー養成

○エネルギー環境教育

○教養教育

○技術者倫理

原子力教
育

○教授人材の確保

○カリキュラムの国際標
準化（充実した基礎・
基盤教育内容）

○大学間連携／国際連携
による効果的、効率的
教育

○教育・研究施設の維持
施設の国際共同利用

産業界か
らの貢献

○施設見学、インターン
シップ

教育・研究用実験・実習施設の維持・更新・新設

単位互換

最先端の研究

教育・研究用実験・実習施設の国際共同利用の推進

モデルカリキュラム作成

相当する科目の読み替え

標準カリキュラム実施

基礎・基盤教育、実験・実習教育のための大学間連携

初等中等教育段階での理科教育

エネルギー・環境教育

技術面以外の社会的、政治的側面等も含む原子力・放射線概論

リベラルアーツ（国際人としての素養）

施設見学・インターンシップ等原子力に触れる機会の実施

(1) 教育段階

学

産

学

学

学

学

学

挑戦する姿、魅力の発信産

官

定期的人材需給動向調査と結果公表産 学

ポストの確保／処遇の改善

技術者倫理（安全文化）

学

学

学 官

（年）

赤枠は重要項目。一部はネットワーク分科会等で優先検討中。
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原子力人材育成の課題と今後の対応
－原子力人材育成ロードマップの提案－

(1) 研究炉等大型教育・研究施設の維持

原子力を専攻する若い世代の基礎基盤となる実験・実習の機会の確保の
ために、我が国の保有する研究炉等の大型教育・研究施設の今後の有り
方の検討、維持管理方法の見直しおよび更新等について、国の支援策の
検討が必要

(2) 海外原子力人材育成の戦略的推進

海外からの要請に応え、また、今後の国際展開の本格化に備えるため、
競合する他国に負けないよう多様な海外向け人材育成活動に一元的に
戦略をもって取り組む必要があり、このため、国の協力な関与が必要

(3) 戦略的原子力人材育成のための司令塔の設立検討

我が国の原子力人材育成に係る国内外の活動の全体を俯瞰し、全体調
整を図り、国際標準となる人材育成プログラムを確立できるような司令塔
となる中核組織の設立の検討が必要

＜特に、国を挙げて戦略的に取組むべき重要事項＞
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